資料５

新規施策の検討

１　近居（三世代等）住宅取得促進制度
（１）制度概要とメリット・デメリット
	制度概要
	・子世帯もしくは親世帯が近居を行うための支援を行う

	メリット
	・親世帯による子育ての支援
・子世帯による親世帯（高齢者）の介護・見守り
・親世帯（高齢者）の閉じこもりの防止
・子育て世帯の定住、多世代居住の実現
・近居のための住み替え促進

	デメリット
・課題
	・近年始まった取組みであり、施策効果の十分な検証が行われていない
・近居の定義があいまい
・同居の場合、親子のトラブルの懸念、二世帯住宅の将来的な活用が困難


（２）他自治体の事例

	自治体名
	制度名
	概要
	主な要件

	住宅取得費用に対する助成

	千葉市
	三世代同居等支援事業
	離れて暮らしている三世代の家族が、これから同居または近隣に居住するための費用（新築・賃貸借契約費用・転居費用や固定資産税相当額、家賃相当額）の一部を助成する。
	・離れて暮らしている「親と子と孫」を基本とする三世代の家族が、これから市内で同居または近隣（直線で1km以内）に居住すること

・親が65歳以上で1年以上千葉市に居住していること

	習志野市
	親元近居住宅取得促進助成
	子世帯もしくは親世帯が近居するために住宅を取得した場合にかかる登記費用の一部を助成する。
	・親世帯又は子世帯が、継続して10年以上、習志野市内に居住し、住民登録していること

	北区
	親元近居助成（住宅取得）
	親世帯と近居するため住宅を取得する子育て世帯に対し、取得時の登記費用を助成する。
	・申請者世帯の親が、区内に引き続き10年以上住んでいること

	高槻市
	住宅取得補助金（３世代ファミリー定住支援事業）
	子育て世帯と市内在住の親世帯が同居・近居するため持家を取得する場合に、費用の一部を助成する。
	・同居・近居する親が、１年以上継続して高槻市内に居住・住民登録していること

・子世帯が、中学生以下の子と同居している親子世帯であること

	現金給付

	千代田区
	次世代育成住宅助成
	「親世帯との近居のために住み替える新婚世帯・子育て世帯」や「子どもの成長等に伴いより広い住宅に住むために区内転居する子育て世帯」を対象として、助成を行う。
	・区内に引き続き5年以上居住する親がいる新婚世帯・子育て世帯である

・区外から区内への住み替え、または区内での住み替えをする

	引越し費用に対する助成

	神戸市
	神戸市親・子世帯の近居・同居住み替え助成モデル事業
	子育て世帯とその親世帯が近くに住むことになった場合の引越し代を助成する。
	・小学校入学前の子どもとその親を含む世帯員で構成される世帯であること

・神戸市内に１年以上居住している世帯であること

・同居もしくは近居（同一小学校区内もしくは直線距離で概ね1.2キロメートル以内）すること

	その他

	品川区
	親元近居支援事業（三世代すまいるポイント）
	親世帯と近居または同居することになったファミリー世帯に対して、転入・転居費用の一部を「三世代すまいるポイント」として交付し、三世代で一緒に楽しめるような様々な品目と交換できる。
	・近居・同居しはじめた時点で1年以上区内に居住していたこと

	大阪市
	市営住宅（親子近居住宅・子育て世帯向け住宅）
	親子近居住宅は、親世帯（60歳以上）と子世帯とがそれぞれ独立して同一区内での生活を希望する世帯を対象として、「親子セット向け」「子世帯向け」「親世帯向け」などの募集を行う。
	・親世帯又は子世帯のどちらか一方が、現在大阪市内に居住していること

	家賃助成

	UR
	近居促進制度
	対象団地に新たに入居した世帯の家賃を、5年間5%引きとする。
（９月より拡充予定）
	・同じ団地に二世帯が近居

・半径２km以内の別のURに二世帯が近居


（３）取組み成果と課題

	自治体名
	制度名
	成果
	課題

	品川区
	親元近居支援事業（三世代すまいるポイント）
	・二世代住宅取得助成事業を見直し創設
・平成23年度：25件、平成24年度：35件
	・広報以外で事業を知った利用者がほとんどなく、周知方法に課題
・事業を契機として近居・同居を決断したのは、アンケート回答者の約2割

	神戸市
	神戸市親・子世帯の近居・同居住み替え助成モデル事業
	・平成25年度：約45件
・アンケートでは、約80%が、近居・同居の「後押しになった」「いくらか後押しになった」と回答
	・（記載なし）


２　バリアフリー化助成制度・分譲マンション共用部分バリアフリー化補助制度
（１）制度概要とメリット・デメリット

	制度概要
	・介護保険の対象とならない世帯に対して、バリアフリー化の助成を行う
・分譲マンション共用部分のバリアフリー化に対して、助成を行う

	メリット
	・介護保険の対象とならない世帯のバリアフリー化の促進
・住宅の安全性向上による介護予防
・高齢期になる以前からの予防リフォームにより、長期間住み続けられる
・子育て世帯の家庭内事故の防止
・将来的な住宅の活用を考えたとき、様々な居住ニーズに対応できる

	デメリット
・課題
	・私有財産に対する支援であり、公平性を欠く
・介護保険の対象や、耐震化等と比べると、緊急性が低い


（２）他自治体の事例

	自治体名
	制度名
	概要
	主な要件

	市川市
	あんしん住宅助成制度
	住宅の良質化に資する改修工事を、市内の施工業者を利用して行う場合に、その経費の一部を助成する。
	・住宅本体の良質化に係わる改修工事

　（1）バリアフリー

　（2）防災性向上

　（3）省エネルギー

	台東区
	子育て世帯住宅リフォーム支援制度
	安全に安心して子育てができる居住環境の整備を目的としたリフォーム工事を行う方に対し、助成金を交付する。
	・小学生以下の子供を扶養し同居していること
・対象となるリフォーム工事
手すりの取付工事、段差の解消工事　等

	相模原市
	住まいのエコ・バリアフリー改修費補助事業
	市内の施工業者を利用して住宅の省エネルギー改修やバリアフリー改修などを行う場合に工事費用の一部を補助する。
	・市内施工業者が行う
・補助対象工事

（1）省エネルギー改修工事
（2）バリアフリー改修工事
（3）追加改修工事

	西東京市
	住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額
	65歳以上の方、要介護もしくは要支援の認定を受けている方又は障害のある方が居住する建物で、一定のバリアフリー改修工事を行った場合、翌年度分の固定資産税を3分の1減額
	・平成19年1月1日以前から市内に所在する住宅（賃貸住宅を除く。）であること

・次のいずれかの者が居住する住宅であること

（1）65歳以上の方

（2）介護保険法に基づく要介護認定又は要支援認定を受けている方

（3）障害のある方

	市川市
	分譲マンション共用部分等あんしん住宅助成制度
	分譲マンション共用部分等の良質化に資する改修工事を、市内の施工業者を利用して行う場合に、その管理組合に対して、経費の一部を助成する。
	・管理規約が定められていること
・管理組合の集会等で決議されていること


３　マンション管理組合協議会

（１）制度概要とメリット・デメリット

	制度概要
	・マンション管理組合が協議会を組織し、情報共有や意見交換を行う場を創出する

	メリット
	・他のマンションと情報共有、意見交換を行うことができる
・専門家や行政等からの情報を一元的に集約することができる
・防災時の決め事など、マンションに関する基準を検討できる

	デメリット
・課題
	・他の自治体では管理組合が主体となって協議会を運営しているケースが多い
・管理組合がない、協議会に参加しないマンションへの対応が困難


（２）他自治体の事例

	自治体名
	制度名
	概要

	千葉市
	千葉市マンション管理組合協議会
	役員を対象とした研修会の主催など。

	市川市
	市川市マンション管理組合協議会
	市川市・地域街づくり推進課やマンション管理士会ほかの関連団体・組織との連携し、マンションセミナー、相談会、勉強会、マンション見学会、その他の交流の場を企画。

	中央区
	分譲マンション管理組合交流会
	分譲マンションの管理組合の運営に係る知識や情報を交換する。

	墨田区
	すみだマンション管理組合ネットワーク
	マンション管理に携わる管理組合、区分所有者、関係有識者等が集まり、情報の交換、関連知識の吸収、相互啓発を行う場を提供する。

	江東区
	江東・マンションふぉーらむ21
	マンションの問題に対して、管理組合運営のノウハウを共有する。

	板橋区
	板橋マンション管理組合ネットワーク
	理事長や理事長経験者を中心に、情報交換を行いながら健全なマンション管理運営を行うためのネットワーク作りを目指す。


（３）取組み成果と課題

	自治体名
	制度名
	成果
	課題

	市川市
	市川市マンション管理組合協議会
	・会員数は正会員・準会員・賛助会員を含む約100名
・密接な市との連携で、「地域見守り活動」協定を締結
	・築年数や規模、居住者層など多種多様なマンションへの対応

	墨田区
	すみだマンション管理組合ネットワーク
	・実態調査でニーズの高かったマンション管理に関する相談機能、学習の場としての機能、他マンションとの情報交換などの機能を強化
	・区の住宅課内に事務局を置いているため、日中の問い合わせなどへの対応が困難
・一部の意欲的な有志に支えられていて、会員の固定化や高齢化が課題


４　マンション管理条例

（１）制度概要とメリット・デメリット

	制度概要
	・マンションの良好な管理を推進するため条例を制定する

	メリット
	・分譲マンションの管理に必要な事項を定めることができる。
・区分所有法等でカバーしていない事項に対応できる

	デメリット
・課題
	・条例により定めるべき事項があるか検討が必要


（２）他自治体の事例

	自治体名
	制度名
	概要

	豊島区
	豊島区マンション管理推進条例
	分譲マンションの管理について、区、管理組合、居住者、専門家等がそれぞれ取り組む事項について示す。
現在のマンションの管理状況を把握するため、「マンション管理状況届出書」の提出を義務化し、区は、マンションの管理状況に応じた情報提供や専門家の派遣などの支援を実施する。
届出をしないマンション、届出内容が本条例の規定に適合していないマンションに対しては、指導及び要請・勧告のうえ、マンション名を公表する罰則を規定している。


（３）取組み成果と課題

	自治体名
	制度名
	成果
	課題

	豊島区
	豊島区マンション管理推進条例
	・平成26年3月31日までの届出率は52.4％
・戸数規模が大きくなるにつれて届出率が高くなっている（100戸以上では75.0％を上回る）
	・1981年から1990年に竣工した物件の届出率は42.5％と低い
・個人情報保護に関する課題


５　空き家活用方策の検討

（１）制度概要とメリット・デメリット

	制度概要
	・空き家問題の解決を図るとともに、中古住宅の有効活用を促進するため、空き家の活用方策を検討する

	メリット
	・中古住宅の有効活用による循環型社会の実現
・定住促進や住宅確保要配慮者向けの住宅、福祉施設等への活用など、地域の政策課題に対して空き家を活用
・地域の防災性・防犯性の向上、衛生・景観問題の予防

	デメリット
・課題
	・空き家を何に活用するか「目的」が明確でない場合、実際の活用が進まない
・空き家の対処に困っていて、空き家を貸したい・売りたいと思う所有者が少ない


（２）他自治体の事例

	自治体名
	制度名
	活動主体
	概要

	住み替え・定住促進に活用

	移住・住みかえ支援機構
	マイホーム借上げ制度
	一般社団法人移住・住みかえ支援機構
	移住・住みかえを希望しているシニア（50歳以上）のマイホームを借り上げ、それを子育て世代を中心に転貸して運用する。

	金沢市
	金沢まちなか住宅再生バンク
	かなざわ定住促進ネットワーク
	空洞化が進む「まちなか区域」を対象に、「金沢まちなか住宅再生バンク」を通じて、町家、空家、空住戸、空地の情報を提供し、仲介・斡旋、改修相談等を行っている。

	モデル住宅として活用

	横須賀市
	学生居住支援事業
	横須賀市
	モデル地区の空き家を学生向けのシェアハウスとして活用するため、改修費用の一部を市が補助する。また、学生が地域活動に参加することを条件として、家賃補助を行う。

	セーフティネット住宅として活用

	豊島区
	居住支援モデル事業
	豊島区居住支援協議会
	居住場所に困っている方などに対し、空き家・空き室等の活用への円滑な入居を推進するための支援活動等を行うグループに助成する。

	地域交流施設として活用

	世田谷区
	地域共生のいえづくり支援事業
	一般財団法人　世田谷トラストまちづくり
	空き家を地域交流の場などとして活用するため、「地域共生のいえ」開設にむけた立ち上げ支援、運営の支援などを行っている。平成27年現在17か所の拠点がある。

	世田谷区
	ふれあいの家
	世田谷区社会福祉協議会
	空き家等を地域支えあい活動拠点として、世田谷区社協に登録しているサロンやミニデイがその活動のために利用できるスペースに活用する。世田谷区の支援などによって、区内23ヶ所の拠点が整備されている。

	横浜市
	港南区民活動支援センター・ブランチ（サブ拠点）
	横浜市
	区民活動支援センターのサブ拠点機能を担う活動拠点のうち1ヶ所を、空き家を活用して整備し、区民活動支援センターのサービスの一部を提供している。

	佐賀県
	佐賀県地域共生ステーション推進事業
	佐賀県
	様々な福祉サービスを、地域住民やCSO（市民社会組織）、ボランティア等が協働して支援していく地域の拠点「地域共生ステーション」の整備費に対して、補助を行う。

	その他

	UR
	ＤＩＹ住宅
	UR
	入居者が行う模様替え（DIY）の原状回復義務が原則として免除され、DIYのための計画・施工期間として家賃3ヶ月相当額が無料で使用できる。

	福津市
	ＤＩＹ賃貸借
	津屋崎ブランチＬＬＰ
	家族で移住するために住宅を探していた借主が、空き家になっていた住宅を借り受け、借主の負担で屋根、建具、内装工事、電気工事、水廻り工事を実施している。なお、工事費用を加味する分、賃料は一定期間低廉なものとなっている。


（３）取組み成果と課題

	自治体名
	制度名
	成果
	課題

	移住・住みかえ支援機構
	マイホーム借上げ制度
	・地方公共団体と連携し、役所に相談窓口を設置
・平成27年8月現在、千葉県内で10件の物件情報
	・利用者の負担で、JTIが求める耐震補強等の修繕が必要


・モデル事業として、シングルマザーと子供のための自立支援シェアハウス、
	地域とのつながりをもちながら暮らしたい人のための居住支援事業などが採択
	・空き住戸、空き室は思いの外見つからない
・既存住宅ストックを利活用するために様々な制限がある


６　居住支援協議会の設立

（１）制度概要とメリット・デメリット

	制度概要
	・地方公共団体や関係団体等が連携し、住宅確保要配慮者に対し、住宅情報の提供等の支援を実施する

	メリット
	・民間主体による取組みのため、それぞれの分野のノウハウが活かされる
・居住支援協議会が行う活動に対して、1,000万円を限度として国から補助が得られる

	デメリット
・課題
	・協議会の目的が明確でない場合、具体的な事業として進まないことがある
・民間主体による取組みのため、各主体にメリットがないと具体的な事業として進まない


（２）他自治体の事例

	自治体名
	制度名
	概要

	千葉県
	千葉県すまいづくり協議会居住支援部会
	住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進について協議するため、住まいづくり協議会の専門部会の一つとして設置。平成26年度は、構成団体等が実施する居住支援サービスの情報提供、住宅確保要配慮者の入居実態等に関するアンケート調査の実施、『千葉県あんしん賃貸支援団体登録制度』創設に向けた検討などを行っている。船橋市も部会の構成団体となっている。

	豊島区
	豊島区居住支援協議会
	空き家を活用した居住支援の推進や、住宅改修の支援、入居支援サポートなどを行っており、居住支援モデル事業として、空き家・空き室等の活用や民間賃貸住宅等への円滑な入居を促進するための事業に取り組んでいる。


埼玉県住まい安心支援ネットワーク

住宅確保要配慮者のための住宅セーフティネット部会と、子育て世代の定住のための子育て支援部会を設置。
住宅セーフティネット部会では、円滑入居のための環境の整備、子育て支援部会では、子育て応援の情報提供や、子育て応援住宅認定制度への協力
	を行っている。

	福岡市
	福岡市居住支援協議会
	福岡市高齢者住宅相談支援事業による民間賃貸住宅等への入居に係る相談、住宅物件情報・生活支援サービス情報の提供や、民間賃貸住宅事業者のホームページを利用した高齢者向け住宅情報の提供等を行っている。

	熊本市
	熊本市居住支援協議会
	相談会や電話による相談業務のほか、情報のワンストップサービスの構築のため、Saflanet（ホームページ）を立ち上げ、住み替え支援を行っている。


（３）取組み成果と課題

	自治体名
	制度名
	成果
	課題


・モデル事業として、シングルマザーと子供のための自立支援シェアハウス、

・居住支援協議会の事業の継続性
	


７　被災者住宅提供事業

（１）制度概要とメリット・デメリット

	制度概要
	・火災等で住宅に困窮する世帯に対し、民間賃貸住宅を一時的に借上げ提供する

	メリット
	・民間賃貸住宅の空き室を活用するため、即座に居住水準の高い応急住宅を確保できる
・市営住宅に被災者のニーズに合致した空き家がない場合でも対応できる

	デメリット
・課題
	・円満な退去のための方策が必要


（２）他自治体の事例

	自治体名
	制度名
	概要

	千葉県
	災害時における民間賃貸住宅の提供に関する協定
	災害救助法適用時、公的一時提供住宅住宅及び応急仮設住宅が十分に確保できない場合において、一時提供住宅として利用可能な民間住宅の情報提供及び住宅提供の協力を要請する。
平成18年5月25日　一般社団法人千葉県宅地建物取引業協会
平成20年9月5日　公益社団法人全日本不動産協会千葉県本部
平成23年9月14日　公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会及び同協会千葉県支部


（３）取組み成果と課題

	自治体名
	制度名
	成果
	課題

	千葉県
	災害時における民間賃貸住宅の提供に関する協定
	・東日本大震災の際に、1,000戸以上の民間賃貸住宅を供給
	・災害救助法が適用されることが前提となる
・入居管理や入居者への情報提供
・退去時の対応
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